
障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関す

る法律（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）

について 

１ 経緯 

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現に資するため、障害者による情報の取得及び利

用並びに意思疎通に係る施策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責

務を明らかにするとともに、当該施策の基本となる事項を定めること等により、当該

施策を総合的に推進するため、2022 年４月 12 日、参議院厚生労働委員会において起

草され、４月 13 日に参議院において、５月 19 日に衆議院おいて、それぞれ全会一致

で可決され、成立した。（令和４年法律第 50 号） 

２ 法の概要 

 ○目的 

障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進し、共生社会の

実現に資する 

 ○基本理念 

障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策の推進に当たり旨とすべき事項 

① 障害者の種類・程度に応じた手段を選択できるようにする 

② 日常生活・社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情報取得等できるよう

にする 

③ 障害者ではない者と同一内容の情報を同一時点において取得できるようにする 

④ 高度情報通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用を通じて行う 

 ○関係者の責務・連携協力・意見の尊重 

  ・国・地方公共団体の責務等 

  ・事業者の責務 ・国民の責務 

・国・地方公共団体・事業者等の相互の連携協力 ・障害者等の意見の尊重 

○基本的施策 

（１）障害者による情報取得等に資する機器等 

（２）防災・防犯及び緊急の通報 

（３）障害者が自立した日常生活・社会生活を営むために必要な分野に係る施策 

（４）障害者からの相談・障害者に提供する情報 

（５）国民の関心・理解の推進 

（６）調査研究の推進等 

○施行期日：令和４年５月 25 日 



３ 本県における対応 

2016 年 10 月に本県で施行された「手話言語・障害者コミュニケーション手段の利

用の促進に関する条例」に基づき、普及啓発活動等実施しているところであり、法施

行後についても、愛知県障害者施策審議会専門部会で障害のある方及び障害者団体か

らの意見を十分お聴きしながら、情報保障や意思疎通支援の充実のための取組等につ

いて検討していく。 

資料 ３


